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関連条文
14条
　すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。
46条
　参議院議員の任期は六年とし、三年ごとに議員の半数を改選する。
○一票の格差問題とは
　
近代選挙における基本原則としてまず、普通選挙、平等選挙、自由選挙、直接選挙が挙げることができる。一票の格差は平等選挙に関わる問題である。平等選挙とは投票を平等にすることを意味しており、これにより一人が一票ずつという「投票数の平等」に加えて一人の投票は同じ重みがあるという「投票価値の平等」を保障している。（憲法14条）
　しかし経済成長期に人口が都市部に流入したにも関わらず、選挙区規定・議員定数配分規定の抜本的是正が行われなかったために、都市部の選挙区と農村の選挙区とで、選挙人数と議員数との比率が数倍のひらきが出てしまった結果、選挙人の一票が候補者を当選させるために寄与する効果に大きな差が生まれてしまった。これが一票の格差であり、議員定数不均衡問題とも言われている。現実的に考え、全ての選挙区の投票の価値を同じにすることは不可能であり、その較差をどれくらいならば許容できるか問題となる。
○衆議院における一票の格差
　
・見解
衆議院における議員定数の不均衡はどの程度達してしまうと、投票価値の平等を損ない、違憲になるのかについては2つの見解が存在する。
　1つ目は人口比例原則に厳格に従い、選挙区間での議員と人口ないし、選挙人との比率を可能な限り１対１にしなければならない見解である。（A説）
　2つ目は選挙区割、議員定数配分を含む選挙制度について、非人口的要素を考慮するという見解である（B説）この見解には何らかの数的な基準を設けるもの（B1説）と個々の事例を考え裁判所が検討する説（B2説）が存在する。
多くの学説では、裁判官の恣意的判断を抑制するため及び、国会に明確な指針を示すために、何らかの数的な基準を設けるB1説が多数説であり、その数的な基準は1対2であることが望ましいとしている。
　それに対して最高裁判所は、1972年に起きた衆議院議員定数不均衡事件において、B2説をとり違憲と判断した。この事件時の差は最大1対4.99に及んでいた。その後に行われた、最大1対3.94に達していた1980年6月総選挙、1対4.40に達していた1983年12月総選挙、1対3.18に達していた1990年2月総選挙の差は違憲状態と判断している。しかし較差が3倍を超えない選挙に対しては違憲判決が出なかったことから、最高裁は明確な数的基準は設けていないが、較差が3倍を超えるか、超えないか基準にしているのではないかと判断することができる。
・議員定数配分方式
以上の判決はすべて、中選挙区制での判決である。衆議院に関しては1994年に小選挙区比例代表並立制が導入されている。その結果、投票価値の較差は2倍強に縮小されている。
　小選挙区の区割りの原則は以下の通りである。
①全国を300 の小選挙区に分割する。
②各選挙区は2 以上の都道府県にわたらない。
③各都道府県に1 議席ずつを配分する。
④残余の253 議席を、各都道府県の人口に応じて配分する。
⑤人口が最大と最小の選挙区の格差が2 倍を超えないことを基本とする。具体的には、
全国の議員1 人当たり人口の3 分の4 を上回る選挙区は設けないものとし、3 分の2

を下回る選挙区はできるだけ設けないものとする。また、各選挙区の人口は、当該都
道府県の議員1 人当たり人口の3 分の2 から3 分の4 までとする。
⑥選挙区は、飛地にしないものとする。
⑦原則として市区町村及び郡は分割しないこととする。ただし、⑤又は⑥に抵触する場
合などは分割することとする。
　しかしこの3,4にあたる都道府県一人別枠方式を採用してしまった結果、投票価値の平等が貫徹しやすい、小選挙区選挙において２倍以上の較差が生まれてしまったと考えられる。この方法では人口比例を考えた際に割り当てられた数に加えて1つ人口比例に関わらないものが配当されるために、較差が生じやすくなってしまっている。
　最高裁はこれに対して、都道府県一人別枠方式は「人口の少ない県に居住する国民の意見をも十分に国政に反映させることができるようにすることを目的とするもの」とし「人口流出地域の過疎化の減少等にどのような配慮をし、選挙区割りや議員定数の配分にこれをどのように反映させるかという点も国会において考慮することができる要素というべきである」から投票価値の平等との関係において国会の裁量の範囲を逸脱することはないと判断した（最大判平成11年11月10日民集53巻8号1441頁）
　しかし、1対2.30の較差を生んだ2009年の衆議院総選挙を受けて、2011年最高裁は「選挙時においては、その立法作用時の合理性が失われたにも関わらず、投票価値の平等と相いれない作用を及ぼすものとして、それ自体、憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っていた」とした。（最大判平成23年3月23日民衆65巻2号755頁）
　これにより当時の野田首相は０増５減（福井・山梨・徳島・高知・佐賀の５県の小選挙の数を１つずつ減らし、較差の是正を目指す）を含む選挙制度改革法を2012年11月16日に可決させた。しかし同年12月に行われた衆議院総選挙には区割りが間に合うことができず、較差は1対2.43倍になり、2013年最高裁は違憲状態であると判断した。
　この0増5減により、較差の是正は少しみられたが、依然として都道府県一人別枠方式残る形となった。2014年12月に行われた衆議院総選挙は最大較差1対2.14であった。（東京1区と宮城5区）これを受け、衆院の選挙制度改革を検討する第三者機関「衆院選挙制度に関する調査会」は今年の2月、「１票の格差」を是正するための各都道府県への小選挙区の配分方式について、人口比がより反映される「アダムズ方式」と呼ばれる手法を軸に検討を進めることを確認した。この案は9増9減と呼ばれ、その内訳は（東京、3増　神奈川、2増　埼玉、千葉、静岡、愛知、1増　青森、岩手、宮城、三重、滋賀、奈良、熊本、鹿児島、沖縄　1減）である。9増9減を導入すると、都道府県間の格差は現行の１．７８８倍から１．５９８倍に縮小する。また3月には昨年12月行われた衆議院総選挙について福岡高裁は、はじめて違憲判決を出した。
○参議院における一票の較差
・見解
参議院における議員定数不均衡の見解について、衆議院と同様に投票価値の平等が及ぶか否かについては3つの見解が存在している。
1つ目は、衆議院と同じ要請が及ぶとする説（A説）
2つ目は、半数改選制をとっていることから２倍を若干超えても許される説（B説）
3つ目は、第二院である参議院には衆議院とは違った形で国民の声を反映させるという考えから投票価値の平等の要請は緩和する説である。（C説）
・議員定数配分方式
参議院における議員定数配分方式は以下の通りである
①選挙区定数は146 とする。
②都道府県を選挙区とする。
③半数改選（憲法46条）のため、各選挙区には偶数の定数を配分するものとする。
参議院も国民の代表機関である以上、A説が支持されている。しかし、最高裁はC説と同様のものをとり、最大1対5.26の較差が発生した1977年の総選挙、1対5.37の較差が発生した1980年の選挙も合憲であるとした。最大1対6.59の較差を発生した1992年の総選挙では違憲状態としたが、合理的期間内であるとした。（最大平成8年9月11日民集50巻8号2283頁）
　最高裁は公職選挙法が参議院議員選挙における選挙区を都道府県単位にしているのは、都道府県の代表としての権能を果たさせるものと判断しており、人口比例主義を貫徹するものではなく、投票価値の平等の後退は免れることができないと判断している。投票価値の著しい不平等状態の相当期間の継続があって初めて、憲法違反になるとして、較差が5倍以上になるときは違憲状態であると判断した。
　しかし、最高裁でも徐々に厳格に評価されるようになり、2010年7月の総選挙においての最大較差1対5.00に対して、「投票価値の平等の重要性に照らしても、看過し得ない程度に達しており、・・・・違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っていたというほかない」と判断した。（最大判平成24年10月17日民集66巻10号3357頁）
　これらの違憲判断を受けて、
1994年に8増8減
（増員区）　
宮城県　2人→4人　埼玉県　4人→6人　神奈川県　4人→6人　岐阜県　2人→4人
 （減員区）　
北海道　8人→4人　兵庫県　6人→4人　福岡県　6人→4人
2000年に議員削減及び非拘束名簿式比例代表制の導入
参議院議員定数を252人から242人とし、次のように削減
比例代表選出議員　100人→96人
選挙区選出議員　　152人→146人
 （減員区）
岡山県　4人→2人　熊本県　4人→2人　鹿児島県　4人→2人
2006年に4増4減
（増員区）
東京都　8人→10人　千葉県　4人→6人
 （減員区）
栃木県　4人→2人　群馬県　4人→2人
2013年に4増4減
（増員区）
奈川県　6人→8人　大阪府　6人→8人
（減員区）
岐阜県　4人→2人　福島県　4人→2人
を実施した。また最近の動向としては、人口が少ない県を合わせて一つの選挙区とする「合区」を作るかどうかが焦点となっている。野党である民主党、維新の党が合区についての案をまとめた他、与党である公明党が10の合区を作る案を出しているが、参議院の第一党である自民党は「都道府県選挙区は極力維持する」として、反対論が根強い。
衆議院議員選挙における
一票の格差についての判例
文責　植之原佳代
１．衆議院議員選挙の一票の格差に対する裁判所の見解の流れ
☆昭和５１年４月１４日判決
一票の格差の違憲性を判断する基本的な基準を示した判例。現在もこの判例で示された基準が踏襲されている。
⇓
☆昭和５８年１１月７日判決と昭和６０年７月１７日判決
前者は１：２．９２の格差を合憲とし、後者は１：３．１８の格差を違憲状態と判断したことから、衆議院議員選挙で違憲状態となる数値的な具体的基準が３倍だと推定される。
⇓
☆昭和６０年７月１７日判決
１９８３年に、選挙区割りの是正が行われないまま衆議院議員選挙が行われた結果、１：４．４４という大きな格差が生じた。しかし、この判決では格差の違法性と合理的期間の経過を認め、これを違憲としつつも事情判決の法理を用いることで選挙は有効とされた。この判決で国会が是正しない場合の積極判決の可能性や必要性が問われることとなった。
⇓
☆平成２３年３月２３日判決
数値としての格差ではなく、一人別枠方式という一票の格差の元凶となっている制度そのものに対して違憲状態という判決を下した点に特徴がある。もうひとつの特徴として、この判決において１：２．３０の格差が違憲状態と判断されたことで、３倍の格差までは合憲とする推定が崩れた。違憲状態の数値的な具体的基準が流動化していることが示された、近年の動きを示す重要判例である。
⇓
☆平成２５年１１月２０日判決
①投票較差が憲法の投票価値の平等の要求に反する状態にあるか、②その場合、憲法上要求される合理的期間内における是正がされておらず違憲であるとの評価ができるか、③当該選挙規定が憲法の規定に違反するに至っている場合に、選挙を無効とすることなく、選挙の違法を宣言するにとどめるか否か、という従来の違憲性の判断枠組みを明示した点、合理的期間の始期やその期間内の是正の有無の評価規範を示した点の二点に大きな意義がある判決である。
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２．各判例の検討
《最大判昭51.4.14》
（事案）
昭和４７年１２月１０日に実施された衆議院議員選挙の千葉１区の選挙人Xが、公職選挙法２０４条に基づいて、Y（千葉県選挙管理委員会）を相手取って選挙無効判決を求めて東京高裁に提訴した。その理由は、本件選挙の議員定数を定めた公選法の規定が、議員一人当たりの有権者数の最小を示す兵庫５区と同選挙区との間に４．８１対１の較差をもたらしており、これは住所による国民の不平等な取り扱いであって、「投票価値の平等」を要求する憲法１４条の許容する限度を超えているというものであった。
東京高裁は、投票価値の不平等はいまだ容認できない程度にいたっているとは認められないとして、Xの請求を棄却した。これを不服とするXが、投票価値の不平等について同様の主張を展開して最高裁の判断を求めて上告した。
（判決）違憲、有効
（判旨）
一　選挙権の平等と選挙制度
　わが憲法上、国政は、国民の厳粛な信託に基づき、国民の代表者が行うものであり（前文1項）、国権の最高機関である国会は、全国民を代表する選挙された議員で組織する衆議院及び参議院で構成するものとされ（41条、42条、43条1項）、国会の両議院の議員を選挙する権利は、国民固有の権利として成年である国民のすべてに保障され（15条1項、3項）、選挙人資格については、人種、信条、性別、社会的身分、門地、教育、財産又は収入によつて差別してはならないとされている（44条但し書）。
　元来、選挙権は、国民の国政への参加の機会を保障する基本的権利として、議会制民主主義の根幹をなすものであり、現代民主国家においては、一定の年齢に達した国民のすべてに平等に与えられるべきものとされているのが一般であるが、このような選挙権の平等化が実現されたのは、必ずしも古いことではない。平等は、自由と並んで、近代国家における基本的かつ窮極的な価値であり理念であつて、特に政治の分野において強く追求されてきたのであるが、それにもかかわらず、当初においては、国民が政治的価値において平等視されることがなく、基本的な政治的権利というべき選挙権についても、種々の制限や差別が存しており、それが多年にわたる民主政治の発展の過程において次第に撤廃され、今日における平等化の実現をみるに至つたのである。国民の選挙権に関するわが憲法の規定もまた、このような歴史的発展の成果のあらわれにほかならない。
　ところで、右の歴史的発展を通じて一貫して追求されてきたものは、右に述べたように、およそ選挙における投票という国民の国政参加の最も基本的な場面においては、国民は原則として完全に同等視されるべく、各自の身体的、精神的又は社会的条件に基づく属性の相違はすべて捨象されるべきであるとする理念であるが、このような平等原理の徹底した適用としての選挙権の平等は、単に選挙人資格に対する制限の撤廃による選挙権の拡大を要求するにとどまらず、更に進んで、選挙権の内容の平等、換言すれば、各選挙人の投票の価値、すなわち各投票が選挙の結果に及ぼす影響力においても平等であることを要求せざるをえないものである。そして、このような選挙権の平等の性質からすれば、例えば、特定の範ちゆうの選挙人に複数の投票権を与えたり、選挙人の間に納税額等による種別を設けその種別ごとに選挙人数と不均衡な割合の数の議員を選出させたりするような、殊更に投票の実質的価値を不平等にする選挙制度がこれに違反することは明らかであるが、そのような顕著な場合ばかりでなく、具体的な選挙制度において各選挙人の投票価値に実質的な差異が生ずる場合には、常に右の選挙権の平等の原則との関係で問題を生ずるのである。本件で問題とされているような、各選挙区における選挙人の数と選挙される議員の数との比率上、各選挙人が自己の選ぶ候補者に投じた1票がその者を議員として当選させるために寄与する効果に大小が生ずる場合もまた、その一場合にほかならない。
　憲法は、14条1項において、すべて国民は法の下に平等であると定め、一般的に平等の原理を宣明するとともに、政治の領域におけるその適用として、前記のように、選挙権について15条1項、3項、44条但し書の規定を設けている。これらの規定を通覧し、かつ、右15条1項等の規定が前述のような選挙権の平等の原則の歴史的発展の成果の反映であることを考慮するときは、憲法14条1項に定める法の下の平等は、選挙権に関しては、国民はすべて政治的価値において平等であるべきであるとする徹底した平等化を志向するものであり、右15条1項等の各規定の文言上は単に選挙人資格における差別の禁止が定められているにすぎないけれども、単にそれだけにとどまらず、選挙権の内容、すなわち各選挙人の投票の価値の平等もまた、憲法の要求するところであると解するのが、相当である。
　しかしながら、右の投票価値の平等は、各投票が選挙の結果に及ぼす影響力が数字的に完全に同一であることまでも要求するものと考えることはできない。けだし、投票価値は、選挙制度の仕組みと密接に関連し、その仕組みのいかんにより、結果的に右のような投票の影響力に何程かの差異を生ずることがあるのを免れないからである。
　代表民主制の下における選挙制度は、選挙された代表者を通じて、国民の利害や意見が公正かつ効果的に国政の運営に反映されることを目標とし、他方、政治における安定の要請をも考慮しながら、それぞれの国において、その国の事情に即して具体的に決定されるべきものであり、そこに論理的に要請される一定不変の形態が存在するわけのものではない。わが憲法もまた、右の理由から、国会両議院の議員の選挙については、議員の定数、選挙区、投票の方法その他選挙に関する事項は法律で定めるべきものとし（43条2項、47条）、両議院の議員の各選挙制度の仕組みの具体的決定を原則として国会の裁量にゆだねているのである。それ故、憲法は、前記投票価値の平等についても、これをそれらの選挙制度の決定について国会が考慮すべき唯一絶対の基準としているわけではなく、国会は、衆議院及び参議院それぞれについて他にしんしやくすることのできる事項をも考慮して、公正かつ効果的な代表という目標を実現するために適切な選挙制度を具体的に決定することができるのであり、投票価値の平等は、さきに例示した選挙制度のように明らかにこれに反するもの、その他憲法上正当な理由となりえないことが明らかな人種、信条、性別等による差別を除いては、原則として、国会が正当に考慮することのできる他の政策的目的ないしは理由との関連において調和的に実現されるべきものと解されなければならない。
　もつとも、このことは、平等選挙権の一要素としての投票価値の平等が、単に国会の裁量権の行使の際における考慮事項の一つであるにとどまり、憲法上の要求としての意義と価値を有しないことを意味するものではない。投票価値の平等は、常にその絶対的な形における実現を必要とするものではないけれども、国会がその裁量によつて決定した具体的な選挙制度において現実に投票価値に不平等の結果が生じている場合には、それは、国会が正当に考慮することのできる重要な政策的目的ないしは理由に基づく結果として合理的に是認することができるものでなければならないと解されるのであり、その限りにおいて大きな意義と効果を有するのである。それ故、国会が衆議院及び参議院それぞれについて決定した具体的選挙制度は、それが憲法上の選挙権の平等の要求に反するものでないかどうかにつき、常に各別に右の観点からする吟味と検討を免れることができないというべきである。
二　本件議員定数配分規定の合憲性
　本件は、衆議院議員の選挙に関するものであるところ、右選挙については、いわゆる中選挙区単記投票制が採用されている。これは、衆議院の有すべき性格にかんがみ、候補者と地域住民との密接性を考慮し、また、原則として選挙人の多数の意思の反映を確保しながら、少数者の意思を代表する議員の選出の可能性をも残そうとする趣旨に出たものと考えられるが、このような政策的考慮に立つ選挙制度の採用が憲法上国会の裁量権の範囲に属することは、異論のないところである。
　ところで、右のように、全国を幾つかの選挙区に分け、各選挙区に選挙されるべき議員数を配分し、単記投票をもつて選挙を行わせる場合においては、各選挙区の選挙人数と議員定数との比率が必ずしも正確に一致せず、その間に多かれ少なかれ幾らかの差異を生ずるのが、通常である。それ故、このような差異が、特に問題とするに足りない程度にとどまる場合は格別、右の程度を超えて看過することのできない程度に達した場合には、選挙人の居住場所のいかんによつてその選挙権の投票価値に不当な差別を設けるものではないかという憲法上の疑問が生ずることとならざるをえず、本件も、その一場合である。
　思うに、衆議院議員の選挙について、右のように全国を多数の選挙区に分け、各選挙区に議員定数を配分して選挙を行わせる制度をとる場合において、具体的に、どのように選挙区を区分し、そのそれぞれに幾人の議員を配分するかを決定するについては、各選挙区の選挙人数又は人口数（厳密には選挙人数を基準とすべきものと考えられるけれども、選挙人数と人口数とはおおむね比例するとみてよいから、人口数を基準とすることも許されるというべきである。それ故、以下においては、専ら人口数を基準として論ずることとする。）と配分議員定数との比率の平等が最も重要かつ基本的な基準とされるべきことは当然であるとしても、それ以外にも、実際上考慮され、かつ、考慮されてしかるべき要素は、少なくない。殊に、都道府県は、それが従来わが国の政治及び行政の実際において果たしてきた役割や、国民生活及び国民感情の上におけるその比重にかんがみ、選挙区割の基礎をなすものとして無視することのできない要素であり、また、これらの都道府県を更に細分するにあたつては、従来の選挙の実績や、選挙区としてのまとまり具合、市町村その他の行政区画、面積の大小、人口密度、住民構成、交通事情、地理的状況等諸般の要素を考慮し、配分されるべき議員数との関連を勘案しつつ、具体的な決定がされるものと考えられるのである。更にまた、社会の急激な変化や、その一つのあらわれとしての人口の都市集中化の現象などが生じた場合、これをどのように評価し、前述した政治における安定の要請をも考慮しながら、これを選挙区割や議員定数配分にどのように反映させるかも、国会における高度に政策的な考慮要素の一つであることを失わない。
　このように、衆議院議員の選挙における選挙区割と議員定数の配分の決定には、極めて多種多様で、複雑微妙な政策的及び技術的考慮要素が含まれており、それらの諸要素のそれぞれをどの程度考慮し、これを具体的決定にどこまで反映させることができるかについては、もとより厳密に一定された客観的基準が存在するわけのものではないから、結局は、国会の具体的に決定したところがその裁量権の合理的な行使として是認されるかどうかによつて決するほかはなく、しかも事の性質上、その判断にあたつては特に慎重であることを要し、限られた資料に基づき、限られた観点からたやすくその決定の適否を判断すべきものでないことは、いうまでもない。しかしながら、このような見地に立つて考えても、具体的に決定された選挙区割と議員定数の配分の下における選挙人の投票価値の不平等が、国会において通常考慮しうる諸般の要素をしんしやくしてもなお、一般的に合理性を有するものとはとうてい考えられない程度に達しているときは、もはや国会の合理的裁量の限界を超えているものと推定されるべきものであり、このような不平等を正当化すべき特段の理由が示されない限り、憲法違反と判断するほかはないというべきである。
　本件議員定数配分規定は、主として昭和39年法律第132号による公選法の一部改正にかかるもので、右改正は、従来の衆議院議員の選挙における選挙区の人口数と議員定数との間に一部著しい不均衡が生じていたのを是正するために、新たに議員総数をふやし、これを適宜配分して選挙区別議員1人あたりの人口数の開きをほぼ2倍以下にとどめることを目的としたものである。ところが、当事者間に争いのない事実によれば、昭和47年12月10日の本件衆議院議員選挙当時においては、各選挙区の議員1人あたりの選挙人数と全国平均のそれとの偏差は、下限において47.30パーセント、上限において162.87パーセントとなり、その開きは、約5対1の割合に達していた、というのである。このような事態を生じたのは、専ら前記改正後における人口の異動に基づくものと推定されるが、右の開きが示す選挙人の投票価値の不平等は、前述のような諸般の要素、特に右の急激な社会的変化に対応するについてのある程度の政策的裁量を考慮に入れてもなお、一般的に合理性を有するものとはとうてい考えられない程度に達しているばかりでなく、これを更に超えるに至つているものというほかはなく、これを正当化すべき特段の理由をどこにも見出すことができない以上、本件議員定数配分規定の下における各選挙区の議員定数と人口数との比率の偏差は、右選挙当時には、憲法の選挙権の平等の要求に反する程度になつていたものといわなければならない。
　しかしながら、右の理由から直ちに本件議員定数配分規定を憲法違反と断ずべきかどうかについては、更に考慮を必要とする。一般に、制定当時憲法に適合していた法律が、その後における事情の変化により、その合憲性の要件を欠くに至つたときは、原則として憲法違反の瑕疵を帯びることになるというべきであるが、右の要件の欠如が漸次的な事情の変化によるものである場合には、いかなる時点において当該法律が憲法に違反するに至つたものと断ずべきかについて慎重な考慮が払われなければならない。本件の場合についていえば、前記のような人口の異動は不断に生じ、したがって選挙区における人口数と議員定数との比率も絶えず変動するのに対し、選挙区割と議員定数の配分を頻繁に変更することは、必ずしも実際的ではなく、また、相当でもないことを考えると、右事情によつて具体的な比率の偏差が選挙権の平等の要求に反する程度となつたとしても、これによつて直ちに当該議員定数配分規定を憲法違反とすべきものではなく、人口の変動の状態をも考慮して合理的期間内における是正が憲法上要求されていると考えられるのにそれが行われない場合に始めて憲法違反と断ぜられるべきものと解するのが、相当である。
　この見地に立つて本件議員定数配分規定をみると、同規定の下における人口数と議員定数との比率上の著しい不均衡は、前述のように人口の漸次的異動によつて生じたものであつて、本件選挙当時における前記のような著しい比率の偏差から推しても、そのかなり以前から選挙権の平等の要求に反すると推定される程度に達していたと認められることを考慮し、更に、公選法自身その別表第1の末尾において同表はその施行後5年ごとに直近に行われた国勢調査の結果によつて更正するのを例とする旨を規定しているにもかかわらず、昭和39年の改正後本件選挙の時まで8年余にわたつてこの点についての改正がなんら施されていないことをしんしやくするときは、前記規定は、憲法の要求するところに合致しない状態になつていたにもかかわらず、憲法上要求される合理的期間内における是正がされなかつたものと認めざるをえない。それ故、本件議員定数配分規定は、本件選挙当時、憲法の選挙権の平等の要求に違反し、違憲と断ぜられるべきものであつたというべきである。そして、選挙区割及び議員定数の配分は、議員総数と関連させながら、前述のような複雑、微妙な考慮の下で決定されるのであつて、一旦このようにして決定されたものは、一定の議員総数の各選挙区への配分として、相互に有機的に関連し、一の部分における変動は他の部分にも波動的に影響を及ぼすべき性質を有するものと認められ、その意味において不可分の一体をなすと考えられるから、右配分規定は、単に憲法に違反する不平等を招来している部分のみでなく、全体として違憲の瑕疵を帯びるものと解すべきである。
三　本件選挙の効力
　右のように、本件議員定数配分規定は、本件選挙当時においては全体として違憲とされるべきものであつたが、しかし、これによつて本件選挙の効力がいかなる影響を受けるかについては、更に別途の考察が必要である。
　憲法98条1項は、「この憲法は、国の最高法規であつて、その条規に反する法律、命令、詔勅及び国務に関するその他の行為の全部又は一部は、その効力を有しない。」と規定している。この規定は、憲法の最高法規としての性格を明らかにし、これに反する国権行為はすべてその効力を否定されるべきことを宣言しているのであるが、しかし、この法規の文言によつて直ちに、法律その他の国権行為が憲法に違反する場合に生ずべき効力上の諸問題に一義的解決が与えられているものとすることはできない。憲法に違反する法律は、原則としては当初から無効であり、また、これに基づいてされた行為の効力も否定されるべきものであるが、しかし、これは、このように解することが、通常は憲法に違反する結果を防止し、又はこれを是正するために最も適切であることによるのであつて、右のような解釈によることが、必ずしも憲法違反の結果の防止又は是正に特に資するところがなく、かえつて憲法上その他の関係において極めて不当な結果を生ずる場合には、むしろ右の解釈を貫くことがかえつて憲法の所期するところに反することとなるのであり、このような場合には、おのずから別個の、総合的な視野に立つ合理的な解釈を施さざるをえないのである。
　そこで、本件議員定数配分規定についてみると、右規定が憲法に違反し、したがつてこれに基づいて行われた選挙が憲法の要求に沿わないものであることは前述のとおりであるが、そうであるからといつて、右規定及びこれに基づく選挙を当然に無効であると解した場合、これによつて憲法に適合する状態が直ちにもたらされるわけではなく、かえつて、右選挙により選出された議員がすべて当初から議員としての資格を有しなかつたこととなる結果、すでに右議員によつて組織された衆議院の議決を経たうえで成立した法律等の効力にも問題が生じ、また、今後における衆議院の活動が不可能となり、前記規定を憲法に適合するように改正することさえもできなくなるという明らかに憲法の所期しない結果を生ずるのである。それ故、右のような解釈をとるべきでないことは、極めて明らかである。
　次に問題となるのは、現行法上選挙を将来に向かつて形成的に無効とする訴訟として認められている公選法204条の選挙の効力に関する訴訟において、判決によつて当該選挙を無効とする（同法205条1項）ことの可否である。この訴訟による場合には、選挙無効の判決があつても、これによつては当該特定の選挙が将来に向かつて失効するだけで、他の選挙の効力には影響がないから、前記のように選挙を当然に無効とする場合のような不都合な結果は、必ずしも生じない。（元来、右訴訟は、公選法の規定に違反して執行された選挙の効果を失わせ、改めて同法に基づく適法な再選挙を行わせること（同法109条4号）を目的とし、同法の下における適法な選挙の再実施の可能性を予定するものであるから、同法自体を改正しなければ適法に選挙を行うことができないような場合を予期するものではなく、したがつて、右訴訟において議員定数配分規定そのものの違憲を理由として選挙の効力を争うことはできないのではないか、との疑いがないではない。しかし、右の訴訟は、現行法上選挙人が選挙の適否を争うことのできる唯一の訴訟であり、これを措いては他に訴訟上公選法の違憲を主張してその是正を求める機会はないのである。およそ国民の基本的権利を侵害する国権行為に対しては、できるだけその是正、救済の途が開かれるべきであるという憲法上の要請に照らして考えるときは、前記公選法の規定が、その定める訴訟において、同法の議員定数配分規定が選挙権の平等に違反することを選挙無効の原因として主張することを殊更に排除する趣旨であるとすることは、決して当を得た解釈ということはできない。）
　しかしながら、他面、右の場合においても、選挙無効の判決によつて得られる結果は、当該選挙区の選出議員がいなくなるというだけであつて、真に憲法に適合する選挙が実現するためには、公選法自体の改正にまたなければならないことに変わりはなく、更に、全国の選挙について同様の訴訟が提起され選挙無効の判決によつてさきに指摘したのとほぼ同様の不当な結果を生ずることもありうるのである。また、仮に一部の選挙区の選挙のみが無効とされるにとどまつた場合でも、もともと同じ憲法違反の瑕疵を有する選挙について、そのあるものは無効とされ、他のものはそのまま有効として残り、しかも、右公選法の改正を含むその後の衆議院の活動が選挙を無効とされた選挙区からの選出議員を得ることができないままの異常な状態の下で行われざるをえないこととなるのであつて、このような結果は、憲法上決して望ましい姿ではなく、また、その所期するところでもないというべきである。それ故、公選法の定める選挙無効の訴訟において同法の議員定数配分規定の違憲を主張して選挙の効力を争うことを許した場合においても、右の違憲の主張が肯認されるときは常に当該選挙を無効とすべきものかどうかについては、更に検討を加える必要があるのである。
　そこで考えるのに、行政処分の適否を争う訴訟についての一般法である行政事件訴訟法は、31条1項前段において、当該処分が違法であつても、これを取り消すことにより公の利益に著しい障害を生ずる場合においては、諸般の事情に照らして右処分を取り消すことが公共の福祉に適合しないと認められる限り、裁判所においてこれを取り消さないことができることを定めている。この規定は法政策的考慮に基づいて定められたものではあるが、しかしそこには、行政処分の取消の場合に限られない一般的な法の基本原則に基づくものとして理解すべき要素も含まれていると考えられるのである。もつとも、行政事件訴訟法の右規定は、公選法の選挙の効力に関する訴訟についてはその準用を排除されているが（公選法219条）、これは、同法の規定に違反する選挙はこれを無効とすることが常に公共の利益に適合するとの立法府の判断に基づくものであるから、選挙が同法の規定に違反する場合に関する限りは、右の立法府の判断が拘束力を有し、選挙無効の原因が存在するにもかかわらず諸般の事情を考慮して選挙を無効としない旨の判決をする余地はない。しかしながら、本件のように、選挙が憲法に違反する公選法に基づいて行われたという一般性をもつ瑕疵を帯び、その是正が法律の改正なくしては不可能である場合については、単なる公選法違反の個別的瑕疵を帯びるにすぎず、かつ、直ちに再選挙を行うことが可能な場合についてされた前記の立法府の判断は、必ずしも拘束力を有するものとすべきではなく、前記行政事件訴訟法の規定に含まれる法の基本原則の適用により、選挙を無効とすることによる不当な結果を回避する裁判をする余地もありうるものと解するのが、相当である。もとより、明文の規定がないのに安易にこのような法理を適用することは許されず、殊に憲法違反という重大な瑕疵を有する行為については、憲法98条1項の法意に照らしても、一般にその効力を維持すべきものではないが、しかし、このような行為についても、高次の法的見地から、右の法理を適用すべき場合がないとはいいきれないのである。
　そこで本件について考えてみるのに、本件選挙が憲法に違反する議員定数配分規定に基づいて行われたものであることは上記のとおりであるが、そのことを理由としてこれを無効とする判決をしても、これによつて直ちに違憲状態が是正されるわけではなく、かえつて憲法の所期するところに必ずしも適合しない結果を生ずることは、さきに述べたとおりである。これらの事情等を考慮するときは、本件においては、前記の法理にしたがい、本件選挙は憲法に違反する議員定数配分規定に基づいて行われた点において違法である旨を判示するにとどめ、選挙自体はこれを無効としないこととするのが、相当であり、そしてまた、このような場合においては、選挙を無効とする旨の判決を求める請求を棄却するとともに、当該選挙が違法である旨を主文で宣言するのが、相当である。
四　結論
　以上の次第であるから、上記判示と異なる見解の下に右選挙を適法とし、上告人の請求を棄却した原判決には、憲法の解釈、適用を誤つた違法があり、本件上告は、その限りにおいて理由があるから、原判決を変更して、上告人の請求を棄却するとともに、主文において本件選挙が違法である旨の宣言をすべきである。
《最大判平２３．３．２３》
（事案）
平成６年の公職選挙法改正及び同年に成立した衆議院議員選挙区画定審議会設置法により、衆議院議員総選挙において、昭和２５年以来採用されてきた中選挙区単記投票制が改められ、小選挙区比例代表並立制及び一人別枠方式が採用された。
　このような選挙制度の下で、平成２１年８月３０日に実施された衆議院議員総選挙について、大阪府第９区の選挙人であるXが、衆議院小選挙区選出議員の選挙の選挙区割りに関する公職選挙法等の規定は憲法に違反し無効であるから、これに基づき施行された本件選挙の上記選挙区における選挙も無効であると主張にて選挙無効訴訟を提起した。本件選挙における最大格差は１対２．３０４倍。
（争点）一人別枠方式の評価
（判旨）　
　憲法は、選挙権の内容の平等、換言すれば投票価値の平等を要求しているものと解される。しかしながら、投票価値の平等は、選挙制度の仕組みを決定する絶対の基準ではなく、国会が正当に考慮することのできる他の政策的目的ないし理由との関連において調和的に実現されるべきものであり、国会が具体的に定めたところがその裁量権の行使として合理性を有するものである限り、それによって投票価値の平等が一定の限度で譲歩を求められることになっても、やむを得ないものと解される。
　そして、憲法は、衆議院議員の選挙につき全国を多数の選挙区に分けて実施する制度が採用される場合には、選挙制度の仕組みのうち定数配分及び選挙区割りを決定するについて、議員１人当たりの選挙人数又は人口ができる限り平等に保たれることを最も重要かつ基本的な基準とすることを求めているというべきであるが、それ以外の要素も合理性を有する限り国会において考慮することを許容しているものといえる。
　具体的な選挙制度を定めるに当たっては、これまで、社会生活の上でも、また政治的、社会的な機能の点でも重要な単位と考えられてきた都道府県が、定数配分及び選挙区割りの基礎として考慮されてきた。衆議院議員の選挙制度においては、都道府県を定数配分の第一次的な基盤とし、具体的な選挙区は、これを細分化した市町村、その他の行政区画などが想定され、地域の面積、人口密度、住民構成、交通事情、地理的状況などの諸要素が考慮されるものと考えられ、国会において、人口の変動する中で、これらの諸要素を考慮しつつ、国政遂行のための民意の的確な反映を実現するとともに、投票価値の平等を確保するという要請との調和を図ることが求められているところである。したがって、このような選挙制度の合憲性は、これらの諸事情を総合的に考慮した上でなお、国会に与えられた裁量権の行使として合理性を有するか否かによって判断されることになる。
　以上は、前掲各大法廷判決の趣旨とするところであって、これを変更する必要は認められない。
　本件選挙制度の下における小選挙区の区割りの基準については、区画審設置法３条が定めているが（以下、この基準を「本件区割基準」といい、この規定を「本件区割基準規定」という。）、同条１項は、選挙区の改定案の作成につき、選挙区間の人口の最大較差が２倍未満になるように区割りをすることを基本とすべきものとしており、これは、投票価値の平等に配慮した合理的な基準を定めたものということができる。
　他方、同条２項においては、前記のとおり１人別枠方式が採用されており、この方式については、・・・相対的に人口の少ない県に定数を多めに配分し、人口の少ない県に居住する国民の意思をも十分に国政に反映させることができるようにすることを目的とする旨の説明がされている。しかし、この選挙制度によって選出される議員は、いずれの地域の選挙区から選出されたかを問わず、全国民を代表して国政に関与することが要請されているのであり、相対的に人口の少ない地域に対する配慮はそのような活動の中で全国的な視野から法律の制定等に当たって考慮されるべき事柄であって、地域性に係る問題のために、殊更にある地域（都道府県）の選挙人と他の地域（都道府県）の選挙人との間に投票価値の不平等を生じさせるだけの合理性があるとはいい難い。しかも、本件選挙時には、１人別枠方式の下でされた各都道府県への定数配分の段階で、既に各都道府県間の投票価値にほぼ２倍の最大較差が生ずるなど、１人別枠方式が・・・選挙区間の投票価値の較差を生じさせる主要な要因となっていたことは明らかである。１人別枠方式の意義については、人口の少ない地方における定数の急激な減少への配慮という立法時の説明にも一部うかがわれるところであるが、既に述べたような我が国の選挙制度の歴史、とりわけ人口の変動に伴う定数の削減が著しく困難であったという経緯に照らすと、新しい選挙制度を導入するに当たり、直ちに人口比例のみに基づいて各都道府県への定数の配分を行った場合には、人口の少ない県における定数が急激かつ大幅に削減されることになるため、国政における安定性、連続性の確保を図る必要があると考えられたこと、何よりもこの点への配慮なくしては選挙制度の改革の実現自体が困難であったと認められる状況の下で採られた方策であるということにあるものと解される。
　そうであるとすれば、１人別枠方式は、おのずからその合理性に時間的な限界があるものというべきであり、新しい選挙制度が定着し、安定した運用がされるようになった段階においては、その合理性は失われるものというほかはない。前掲平成19年６月13日大法廷判決は、本件選挙制度導入後の最初の総選挙が平成８年に実施されてから10年に満たず、いまだ同17年の国勢調査も行われていない同年９月11日に実施された総選挙に関するものであり、同日の時点においては、なお１人別枠方式を維持し続けることにある程度の合理性があったということができるので、これを憲法の投票価値の平等の要求に反するに至っているとはいえないとした同判決の判断は、以上のような観点から首肯することができ、平成８年及び同12年に実施された総選挙に関する前掲平成11年11月10日各大法廷判決及び最高裁平成13年（行ツ）第223号同年12月18日第三小法廷判決・民集55巻７号1647頁の同旨の判断についても同様である。これに対し、本件選挙時においては、本件選挙制度導入後の最初の総選挙が平成８年に実施されてから既に10年以上を経過しており、その間に、区画審設置法所定の手続に従い、同12年の国勢調査の結果を踏まえて同14年の選挙区の改定が行われ、更に同17年の国勢調査の結果を踏まえて見直しの検討がされたが選挙区の改定を行わないこととされており、既に上記改定後の選挙区の下で２回の総選挙が実施されていたなどの事情があったものである。これらの事情に鑑みると、本件選挙制度は定着し、安定した運用がされるようになっていたと評価することができるのであって、もはや１人別枠方式の上記のような合理性は失われていたものというべきである。加えて、本件選挙区割りの下で生じていた選挙区間の投票価値の較差は、・・・その当時、最大で2.304倍に達し、較差２倍以上の選挙区の数も増加してきており、１人別枠方式がこのような選挙区間の投票価値の較差を生じさせる主要な要因となっていたのであって、その不合理性が投票価値の較差としても現れてきていたものということができる。そうすると、本件区割基準のうち１人別枠方式に係る部分は、遅くとも本件選挙時においては、その立法時の合理性が失われたにもかかわらず、投票価値の平等と相容れない作用を及ぼすものとして、それ自体、憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っていたものといわなければならない。そして、本件選挙区割りについては、本件選挙時において上記の状態にあった１人別枠方式を含む本件区割基準に基づいて定められたものである以上、これもまた、本件選挙時において、憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っていたものというべきである。
　しかしながら、前掲平成19年６月13日大法廷判決において、平成17年の総選挙の時点における１人別枠方式を含む本件区割基準及び本件選挙区割りについて、前記のようにいずれも憲法の投票価値の平等の要求に反するに至っていない旨の判断が示されていたことなどを考慮すると、本件選挙までの間に本件区割基準中の１人別枠方式の廃止及びこれを前提とする本件区割規定の是正がされなかったことをもって、憲法上要求される合理的期間内に是正がされなかったものということはできない。
　（４）　以上のとおりであって、本件選挙時において、本件区割基準規定の定める本件区割基準のうち１人別枠方式に係る部分は、憲法の投票価値の平等の要求に反するに至っており、同基準に従って改定された本件区割規定の定める本件選挙区割りも、憲法の投票価値の平等の要求に反するに至っていたものではあるが、いずれも憲法上要求される合理的期間内における是正がされなかったとはいえず、本件区割基準規定及び本件区割規定が憲法14条１項等の憲法の規定に違反するものということはできない。
　（５）　国民の意思を適正に反映する選挙制度は、民主政治の基盤である。変化の著しい社会の中で、投票価値の平等という憲法上の要請に応えつつ、これを実現していくことは容易なことではなく、そのために立法府には幅広い裁量が認められている。しかし、１人別枠方式は、衆議院議員の選挙制度に関して戦後初めての抜本的改正を行うという経緯の下に、一定の限られた時間の中でその合理性が認められるものであり、その経緯を離れてこれを見るときは、投票価値の平等という憲法の要求するところとは相容れないものといわざるを得ない。衆議院は、その権能、議員の任期及び解散制度の存在等に鑑み、常に的確に国民の意思を反映するものであることが求められており、選挙における投票価値の平等についてもより厳格な要請があるものといわなければならない。したがって、事柄の性質上必要とされる是正のための合理的期間内に、できるだけ速やかに本件区割基準中の１人別枠方式を廃止し、区画審設置法３条１項の趣旨に沿って本件区割規定を改正するなど、投票価値の平等の要請にかなう立法的措置を講ずる必要があるところである。
《平成25年11月20日判決》
（事案）平成２４年１２月１６日施行の衆議院議員総選挙について、東京都第２区、同第５区、同第６区、同第８区、同第９区及び同第１８区並びに神奈川県第１５区の選挙人である原審原告らが、衆議院小選挙区選出議員の選挙の選挙区割り及び選挙運動に関する公職選挙法の規定は憲法に違反し無効であるから、これに基づき施行された本件選挙の上記各選挙区における選挙も無効であると主張して提起した選挙無効訴訟。
（判旨）　衆議院議員の選挙における投票価値の較差の問題について、当裁判所大法廷は、これまで、〈１〉定数配分又は選挙区割りが前記のような諸事情を総合的に考慮した上で投票価値の較差において憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っているか否か、〈２〉上記の状態に至っている場合に、憲法上要求される合理的期間内における是正がされなかったとして定数配分規定又は区割規定が憲法の規定に違反するに至っているか否か、〈３〉当該規定が憲法の規定に違反するに至っている場合に、選挙を無効とすることなく選挙の違法を宣言するにとどめるか否かといった判断の枠組みに従って審査を行ってきた。こうした段階を経て判断を行う方法が採られてきたのは、単に事柄の重要性に鑑み慎重な手順を踏むというよりは、憲法の予定している司法権と立法権との関係に由来するものと考えられる。すなわち、裁判所において選挙制度について投票価値の平等の観点から憲法上問題があると判断したとしても、自らこれに代わる具体的な制度を定め得るものではなく、その是正は国会の立法によって行われることになるものであり、是正の方法についても国会は幅広い裁量権を有しており、上記の判断枠組みのいずれの段階においても、国会において自ら制度の見直しを行うことが想定されているものと解される。換言すれば、裁判所が選挙制度の憲法適合性について上記の判断枠組みの各段階において一定の判断を示すことにより、国会がこれを踏まえて所要の適切な是正の措置を講ずることが、憲法の趣旨に沿うものというべきである。このような憲法秩序の下における司法権と立法権との関係に照らすと、上記〈１〉の段階において憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っている旨の司法の判断がされれば国会はこれを受けて是正を行う責務を負うものであるところ、上記〈２〉の段階において憲法上要求される合理的期間内における是正がされなかったといえるか否かを判断するに当たっては、単に期間の長短のみならず、是正のために採るべき措置の内容、そのために検討を要する事項、実際に必要となる手続や作業等の諸般の事情を総合考慮して、国会における是正の実現に向けた取組が司法の判断の趣旨を踏まえた立法裁量権の行使として相当なものであったといえるか否かという観点から評価すべきものと解される。
参議院議員選挙における
一票の格差の判例
文責　根本大也
　　議席分配方式
　　　Ⅰ選挙区定数は 146 とする。
Ⅱ都道府県を選挙区とする。
Ⅲ半数改選のため、各選挙区には偶数の定数を配分するものとする。
　　
問題点
衆議院の場合と同様、地方から都市部へ人口が移動することによって都道府県間の人口格差が大きくなってしまった。その結果、人口に応じた議席配分ができない状態となっている。具体的には、人口が少ないために本来ならば議席が配分されない県に議席を与える一方で、人口の多い県に本来の議席数が与えられないという状況になっている。
さらに、近年の参議院投票制度において、一票の格差が何倍からが違憲であるかという議論はもう終わり、選挙において投票価値に格差が生じることがまずは違憲であり、合理的期間内であるなしにかかわらず、その投票方法の改善と現状の打開案というものが求められて、違憲状態判決が出されることが多くなっている。
最高裁の動き
参院選について、最高裁が違憲状態であるという判断を示したのは2度ある。1992年と2010年に行われたものに対してである。それぞれ最大6.59倍と5.00倍もの格差が最大で存在した。いずれも神奈川県選挙区と鳥取県選挙区との間で格差が最大となっている。
最高裁判所では2倍を超えても合憲判決が出されることが多く、著しい格差のみ違憲ないしは違憲状態との判決が出されている。投票価値の不平等が一般的に合理性を欠く状態が違憲状態であり、これが合理的な期間内に是正されない場合に違憲とされる。ただし、定数配分を違憲ないし違憲状態とする判決においても、事情判決の法理によって選挙そのものは有効とされている。
これを受けて、1994年には8増8減、2000年に定数削減、2006年に4増4減、2013年に4増4減を実施した。
衆議院と参議院の比較
判例からわかるように、衆議院においては格差が2倍程度を超えた時点で、参議院におい
ては5倍程度を超えた時点で違憲状態であると判断が最高裁によって下されている。この違いはどこから生まれるのであろうか。
　
性質
　衆議院には、内閣総理大臣の指名など多くの事柄について、参議院よりも優越性が認められている。一方で参議院は、「良識の府」「再考の府」「政局の府」と呼ばれている点において大きな特徴性が認められる。
　　*良識の府－長期任期の為、政権選択に左右されることなく公正で中立な議論ができるために呼ばれる。
　　*再考の府－衆議院を通過した法案を再度審議し採決を取るなど、是正する立場にあるために呼ばれる。
　　*政局の府－参議院議決が政局へとつながるために呼ばれる。特にねじれ国会などで特徴的な事象が現れる。
選挙制度
この点においても大きく異なる。衆議院においては、細かく分けられた小選挙区ごとに代表者を一人ずつ選出する方式を主な方式として実施している。一方で、参議院においては、都道府県単位で選挙区を設定する大選挙区制が採用されている。この違いはそれぞれの役割に応じて発生させている。衆議院はより民意の影響が大きくなるように、参議院ではより包括的な地域代表を選べるように、というそれぞれの役割に合わせて選挙制度を異なる方式にしている。
2.判例の整理
参議院は、議員の任期が6年で、3年ごとに半数を改選することもあり、都道府県別の選挙区に最低でも2議席ずつ割りふられている結果、較差を縮めにくいため、最大較差6倍以内が合憲ラインとされてきた。それにも関わらず、較差が5倍前後でもその状態を放置することは国会の怠慢にあたるとして「違憲」判決も出された。参議院の選挙制度は、人口の少ない選挙区について、県単位を併合ないし分割する、あるいは新たな選挙制度を導入するなどのことが求められている。
　従来、最高裁は、2院制下では衆議院の優越が前提ということもあり、合憲ラインが厳格な衆院に比べ、参議院に比較的寛容である。最高裁は参議院議員定数訴訟で、都道府県単位の選挙区設定となっている現行方式を改めるなど不平等状態を解消する必要があるとするのみで、平成8年9月11日判決と平成24年10月17日判決で違憲状態を認定したにとどまり、すべて合憲判決を下している。
＜平成８年９月１１日 参議院定数不均衡問題 判決・違憲状態＞
・参議院選挙の際に1対6.59の格差が違憲状態であると解された事案。
(判旨と理由の要約)

国民の国政への参加の機会を保障する基本的権利であって、憲法は、その重要性にかんがみ、これを国民固有の権利であると規定した（15条1項）上、14条1項の定める法の下の平等の原則の政治の領域における適用として、成年者による普通選挙を保障するとともに、人種、信条、性別、社会的身分、門地、教育、財産又は収入によって選挙人の資格を差別してはならないものと定めている（15条3項、44条ただし書）。しかし、もともと投票価値は、議会制民主主義の下において国民各自、各層の様々な利害や意見を公正かつ効果的に議会に代表させるための方法としての具体的な選挙制度の仕組みをどのように定めるかによって何らかの差異を生ずることを免れない性質のものである。そして、憲法は、国会の両議院の議員の選挙について、およそ議員は全国民を代表するものでなければならないという制約の下で、議員の定数、選挙区、投票の方法その他選挙に関する事項は法律で定めるべきものとし、どのような選挙制度が国民の利害や意見を公正かつ効果的に国政に反映させることになるのかの決定を国会の広い裁量にゆだねている。
　以上から、原判決(合憲だという解釈)には、憲法の解釈、適用を誤った違法があり、本件上告は、その限りにおいて理由があるから、原判決を変更して、被上告人の請求を棄却することとする。


＜平成１２年９月６日 選挙無効請求問題　判決・合憲＞
・参議院には衆議院と違う機能を加味していて、それによる譲歩は免れないとした事案。
(判旨と理由の要約)

憲法は、選挙権の内容の平等、換言すれば、議員の選出における各選挙人の投票の有する影響力の平等、すなわち投票価値の平等を要求していると解するのが相当である。しかし憲法は、どのような選挙制度が国民の利害や意見を公正かつ効果的に国政に反映させることになるのかの決定を国会の広い裁量にゆだねているのであるから、投票価値の平等を選挙制度の仕組みの決定における唯一絶対の基準としているものではなく、投票価値の平等は、原則として、国会が正当に考慮することのできる他の政策的目的ないし理由との関連において調和的に実現されるべきものと解さなければならないとした。それゆえ、国会が具体的に定めたところがその裁量権の行使として合理性を是認し得るものである限り、それによって投票価値の平等が損なわれることになっても、やむを得ないと解すべきである。
　また、参議院は参議院議員を全国選出議員ないし比例代表選出議員と地方選出議員ない
し選挙区選出議員とに分け、後者については、都道府県が歴史的にも政治的、経済的、社会
的にも独自の意義と実体を有し政治的に一つのまとまりを有する単位としてとらえ得るこ
とに照らし、これを構成する住民の意思を集約的に反映させるという意義ないし機能を加味しようとしたものであると解することができる。したがって、公職選挙法が定めた参議院議員の選挙制度の仕組みは、国民各自、各層の利害や意見を公正かつ効果的に国会に代表させるための方法として合理性を欠くものとはいえない。その結果として各選挙区に配分された議員定数とそれぞれの選挙区の選挙人数又は人口との比率に較差が生じ、そのために選挙区間における選挙人の投票価値の平等がそれだけ損なわれることとなったとしても、これをもって直ちに議員定数の定めが憲法14条1項等の規定に違反して選挙権の平等を侵害したものとすることはできない。すなわち、選挙制度の仕組みの下では、投票価値の平等の要求は、人口比例主義を最も重要かつ基本的な基準とする選挙制度の場合と比較して、一定の譲歩を免れない。
＜平成16 年1 月14 日 選挙無効請求事件　判決・合憲＞
・平成１３年７月２９日施行の参議院議員選挙について，東京都選挙区の選挙人である上告人らが，公職選挙法の一部を改正する法律による改正後の公職選挙法１４条、参議院の選挙区選出議員の議員定数配分規定は憲法１４条１項等に違反し無効であるから、これに基づき施行された本件選挙の上記選挙区における選挙も無効であると主張して提起された選挙無効訴訟である。
多数意見：本件改正は、憲法が選挙制度の具体的な仕組みの決定につき国会にゆだねた立法裁量権の限界を超えるものではなく、本件定数配分規定が憲法に違反するに至っていたものとすることはできない。
(判旨と理由の要約)

　本件改正は、憲法が選挙制度の具体的な仕組みの決定につき国会にゆだねた立法裁量権の限界 を超えるものではなく、本件選挙当時において本件定数配分規定が憲法に違反するに至っていたものとすることはできない。したがって、本件定数配分規定が本件選挙当時憲法に違反するに至っていたということはできないとした原審の判断は，是認することができる。論旨は採用することができない。
偶数配分を改めた場合、47選挙区のうち15区が定数1人で、6 年に1 度しか参議院議員の選挙が行われないことになる。定数2 人以上の選挙区と定数1 人の選挙区との間において投票機会の著しい不平等が生じ、憲法上の疑義が生じかねない。
投票価値の平等のように、憲法上直接に保障されていると考えられる事項と、立法政策上考慮されることは可能であるが憲法上の直接の保障があるとまではいえない事項、という問題があるが、この問題は法問題でもあり司法権が判断しなければならないと考えられ、その判断に際しては、憲法上直接に保障されている事項、とりわけ国民の基本的人権の一つである投票価値の平等を重視しなければならない。
定数配分をめぐる立法裁量に際し、重きを与えられるべき投票価値の平等が損なわれる程度を可能な限り小さくするよう，問題の根本的解決を目指した作業の中での判断に基づくものだとは到底評価できない。よって、今後の選挙でもなお、漫然と現在の状況のままであったとしたならば、立法府の義務に適った裁量権の行使がなされなかったものとして、違憲判断がなされるべき余地は存在する。国会は、正当に考慮することのできる他の政策的目的ないし理由をしんしゃくして、その裁量により、衆議院議員及び参議院議員それぞれについて公正かつ効果的な代表を選出するという目標を実現するために適切な選挙制度の仕組みを決定することができるのであって、投票価値の平等は、原則として、国会が正当に考慮することができる他の政策的目的ないし理由との関連において調和的に実現されるべきものと解さなければならない。
＜平成21 年9 月30 日判決・合憲＞
・平成19年7月29日施行の参議院通常選挙について、東京都選挙区の選挙人である上告人らが、公職選挙法14条、参議院選挙区選出議員の議員定数配分規定が憲法14条1項等に違反し、無効であるとして、これに基づいて施行された本件選挙の上記選挙区における選挙も無効であるとして主張して提起した選挙無効訴訟である。
(判旨と理由の要約)

最大較差5倍前後が常態化する中で、投票価値の平等をより重視するべきとの指摘や国会における格差是正の不断の努力を求める指摘。
現行の選挙制度の仕組みを維持する限り、各選挙区の定数を振り替える措置によるだけでは、最大較差の大幅な縮小を図ることは困難であり、これを行おうとすれば、現行の選挙制度の仕組み自体の見直しが必要となることは否定できない。見直しを行うについては、参議院の在り方も踏まえた高度に政治的な判断が必要であり、事柄の性質上課題も多く、その検討に相応の時間を要することは認めざるを得ない。平成16年の大法廷判決を受けて、参議院議長が主宰する各会派代表者懇談会において「参議院議員選挙の定数較差問題に関する協議会」を設け、本件は合憲の判決を出さざるを得ないとした。しかし、投票価値の平等が憲法上の要請であることを考慮すると、国会において、速やかに、適切な検討が行われることが望まれているのは確かである。
・多数意見…
補足①：投票価値の著しい不平等がなければ違憲ではない。都道府県単位選挙、半数改選制を改めることは困難。→立法裁量を超えているとは言えない。
補足②：立法裁量権を適切に行使すべき義務。従来の配分方式は違憲の疑いあり。ただし、本件改正にはそれなりの合理性あり。
・反対意見…
衆議院と同様の厳格な投票価値の平等の要請。1対2以上は違憲。本件選挙は違憲であるが無効とはしない。
＜平成24年10月17日 判決・違憲状態＞                                                                           

・本件選挙が平成18年改正による措置後に実施された2回目の通常選挙であり、最大較差が示す投票価値の不均衡は看過しえない程度に達しており、これを正当化すべき特別の理由も見いだせず、違憲の問題が生ずる著しい不平等状態に至っていたというほかないとして選挙無効を訴えて訴訟が起こされた事案。
(判旨と理由の要約)

参議院議員の選挙制度については、長期にわたり投票価値の大きな格差が続いてきた。しかしながら、投票価値の平等が憲法上の要請であることや国政の運営における参議院の役割に照らせば、より適切に民意が反映されるよう一部の選挙区の定数を増減するだけでなく、合理的期間内に都道府県を単位として各選挙区の定数を設定する現行の方式をしかるべき形に改めるなど、現行選挙制度の仕組み自体の見直しを内容とする立法的措置を講じ、なるべく速やかに違憲の問題が生じる不平等状態を解消する必要がある。
＜平成26年11月26日 判決・違憲状態＞
・本件は，平成２５年７月２１日施行の参議院議員通常選挙について，東京都選挙区及び神奈川県選挙区の選挙人である原審原告らが，公職選挙法１４条，別表第３の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定（以下，数次の改正の前後を通じ，平成６年法律第２号による改正前の別表第２を含め，「定数配分規定」という。）は憲法に違反し無効であるから，これに基づき施行された本件選挙の上記各選挙区における選挙も無効であると主張して提起
した選挙無効訴訟である。
(判旨と理由の要約)

　憲法は，選挙権の内容の平等，換言すれば，議員の選出における各選挙人の投票の有する
影響力の平等，すなわち投票価値の平等を要求していると解される。しかしながら，憲法は，国民の利害や意見を公正かつ効果的に国政に反映させるために選挙制度をどのような制度にするかの決定を国会の裁量に委ねているのであるから，投票価値の平等は，選挙制度の仕組みを決定する唯一，絶対の基準となるものではなく，国会が正当に考慮することができる他の政策的目的ないし理由との関連において調和的に実現されるべきものである。それゆえ，国会が具体的に定めたところがその裁量権の行使として合理性を有するものである限り，それによって投票価値の平等が一定の限度で譲歩を求められることになっても，憲法に違反するとはいえない。 

 憲法が二院制を採用し衆議院と参議院の権限及び議員の任期等に差異を設けている趣旨
は，それぞれの議院に特色のある機能を発揮させることによって，国会を公正かつ効果的に国民を代表する機関たらしめようとするところにあると解される。このような観点から参議院議員について，全国選出議員（昭和５７年改正後は比例代表選出議員）と地方選出議員（同改正後は選挙区選出議員）に分け，前者については全国（全都道府県）の区域を通じて選挙するものとし，後者については都道府県を各選挙区の単位としたものである。昭和２２年の参議院議員選挙法及び同２５年の公職選挙法の制定当時において，このような選挙制度の仕組みを定めたことが，国会の有する裁量権の合理的な行使の範囲を超えるものであったということはできない。しかしながら，社会的，経済的変化の激しい時代にあって不断に生ずる人口変動の結果，上記の仕組みの下で投票価値の著しい不平等状態が生じ，かつ，それが相当期間継続しているにもかかわらずこれを是正する措置を講じないことが，国会の裁量権の限界を超えると判断される場合には，当該定数配分規定が憲法に違反するに至るものと解するのが相当である。
反対意見…
国会の行動は，外形的には，定数配分規定の憲法適合性が問題になると当面の選挙を対象とした暫定的措置を採って抜本的改革は先送りし，次の選挙が近づき定数配分規定の憲法適合性が問題になるとまた暫定的措置を採るのみで抜本的改革を先送りするということを繰り返しているように見える。平成２４年大法廷判決の判示するとおり参議院の定数配分の違憲状態を解消するためには選挙制度の仕組み自体の見直しが不可欠である以上，このような暫定的措置と抜本的改革の先送りを繰り返すだけでは，違憲状態が解消されるものではなく，制度の仕組み自体の見直しを内容とする改正の真摯な取組がされないまま期間が経過していくことは国会の裁量権の限界を超えるとの評価を免れないというべきである。
　上記の諸事情を考慮すれば，本件選挙までに憲法の要求する投票価値の平等の実現を図らなかったことは国会の裁量権の限界を超えたものといわなければならない（そもそも，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っていたとされる状態を是正することは国会の憲法上の責務であり，裁量の問題とすることには違和感を覚える。当審は，最高裁昭和４９年（行ツ）第７５号同５１年４月１４日大法廷判決・民集３０巻３号２２３頁（以下「昭和５１年大法廷判決」という。）以降，衆議院議員の選挙における投票価値の較差について，投票価値の平等の観点から憲法上問題があると判断した場合の次の判断事項として，「憲法上要求される合理的期間内における是正がされなかったといえるか否か」と判示して期間の問題であることを明示しているが，参議院議員選挙についてもこれと同様の問題の捉え方が適切であると考えられる。）。したがって，本件定数配分規定は，本件選挙当時において憲法に違反するものであったことになる。」
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	格差
	判決

	1962年参院選
	1962年7月1日
	1964年（昭和39年）2月5日
	4.09
	合憲

	1971年参院選
	1971年6月27日
	1974年（昭和49年）4月25日（第1小法廷）
	5.08
	合憲

	1977年参院選
	1977年7月10日
	1983年（昭和58年）4月27日
	5.26
	合憲

	1980年参院選
	1980年6月22日
	1986年（昭和61年）3月27日（第1小法廷）
	5.37
	合憲

	1983年参院選
	1983年6月26日
	1987年（昭和62年）9月24日（第1小法廷）
	5.56
	合憲

	1986年参院選
	1986年7月6日
	1988年（昭和63年）10月21日（第2小法廷）
	5.85
	合憲

	1992年参院選
	1992年7月26日
	1996年（平成8年）9月11日
	6.59
	違憲状態

	1995年参院選
	1995年7月23日
	1998年（平成10年）9月2日
	4.97
	合憲

	1998年参院選
	1998年7月12日
	2000年（平成12年）9月6日
	4.98
	合憲

	2001年参院選
	2001年7月29日
	2004年（平成16年）1月14日
	5.06
	合憲

	2004年参院選
	2004年7月11日
	2006年（平成18年）10月4日
	5.13
	合憲

	2007年参院選
	2007年7月29日
	2009年（平成21年）9月30日
	4.86
	合憲

	2010年参院選
	2010年7月11日
	2012年（平成24年）10月17日
	5.00
	違憲状態

	2013年参院選
	2013年7月21日
	2014年（平成26年）11月26日
	4.77
	違憲状態


世界における一票の格差
文責　久世雄一郎
本章では、議会制度及び選挙制度を日本と世界各国とで比較する。日本以外にも日本と同様に代議制民主主義を採用している国は多くあり、これらの国々においても政治家を選出する際には選挙を行っている。とすればそれらの国々でも日本と同様に、選挙における一票の格差問題となっているのであろう。そこで、代議制民主主義を採用している国で、OECD(経済協力開発機構)に加盟し、経済規模などが日本に近い下記の国々における一票の格差を検討していきたいと思う。
Ⅰ　アメリカ
Ⅱ　イギリス
Ⅲ　イタリア
Ⅳ　ドイツ
Ⅴ　フランス
Ⅰ　アメリカ合衆国における一票の格差
アメリカ合衆国の議会は上院と下院に分かれている。上院は各州を選挙区とし５０州からそれぞれ２人ずつ、計１００人が単純小選挙区制によって選出されると憲法に規定されているが、これは建国当時まだ人々はそれぞれの住む州に対する帰属意識が強かったため、州どうしの利害調整のためにこのような制度をとっている。一方、下院も単純小選挙区制をとっており、４３５議席を一般投票によって選出するものの、下院の議席は各州の人口比によって振り分けられているため、一票の格差が生まれることとなる。また、両院の議会の権限はほぼ対等とされている。
Ⅱ　イギリスにおける一票の格差
イギリスの議会は上院に相当する貴族院と、下院に相当する庶民院に分かれている。貴族院は非公選制であり大半は一代貴族が占めている一方で、庶民院は単純小選挙区制により議員が選出されている。庶民院では一票の格差が問題となり得るが、１０年ごとに選挙区ごとの人数の見直しが行われ、一選挙区につき５万人から７万５千人に調節されるためその格差は１，５倍以内になる。なお、貴族院は非公選制ではなく任命制であるため、一票の格差は問題とはならない。
Ⅲ　イタリアにおける一票の格差
イタリア議会は上院に相当する共和国元老院と、下院に相当する代議院で構成されている。前二者とは異なりイタリアは完全に比例代表制を採用しているため、一票の格差は広がりにくくなっている。この完全な比例代表制を取り入れれば日本の一票の格差は緩和されるかのように思えるが、日本は民主党、自民党という巨大政党があるため、少数政党に有利な比例代表制を取り入れるのは現実的ではない。また、共和国元老院、代議院の両院の権限は完全に同じであり、その違いは国単位で選出されるか州単位で選出されるかだけである。
Ⅳ　ドイツにおける一票の格差
ドイツ議会は上院に相当する連邦参議院と下院に相当する連邦議会に分かれている。州の代表である連邦参議院は任命制をとっていることから一票の格差は存在しない一方で、国民の代表である連邦議会は日本と同様、小選挙区比例代表制を採用しているため一票の格差は存在する。ドイツは総選挙がある度に一年毎に是正をするが、このとき一議席あたりの人口数を求め原則±２５％に収まるように、やむを得ない場合でも±３３％になるように選挙区割りがなされるため、最大でも格差は二倍に収まるようになっている。
Ⅴ　フランスにおける一票の格差
フランス議会は上院に相当する元老院と下院に相当する国民議会に分かれており、元老院が地方の代表で構成されているのに対して国民議会は国民の代表で構成されている。国民議会は二回投票制という制度をとっており、一回目の投票で有効投票の過半数を獲得できなかった場合はその後一定の基準を満たした候補者による決選投票が行われる。フランスは一票の格差を原則１，５倍以内に収まるように調整しているが、１９９９年には国民議会の選挙において５倍の格差が確認されたため２０１０年に是正された。
以上のように諸外国における一票の格差問題は日本におけるそれとは異なる部分が多くある。
下院は国民代表という側面を持っている国が多く、一票の格差問題は下院のみで起こるという印象が強い。また、日本が選挙区における定数の増減によって一票の格差問題解決に取り組む一方で、諸外国の中には格差の是正のために選挙区に対する人口から選挙区割りを定め、数年毎にその改正を行うことで問題の解決に取り組む国が見受けられた。
　一方の上院は、中世からの歴史があるイギリスを除き、州の代表の性格を持つ国が多く、ただ下院の優越を認めるのではなく上院の同意が必要な権限も認めることで両院の権限を分け、法律を通しやすくしているようだった。また、これに関連して地方に係る法案には上院の同意が必要という例からもわかるように、上院はあくまで地方の代表であるという性格を強調することで上院においては一票の格差問題を生じさせないような制度にしている国が多かった。
各国の上院と下院の役割、選挙制度等
	上院
	アメリカ
	イギリス
	イタリア
	ドイツ
	フランス

	役割
	国民代表
	国民代表
	国民代表
	国民代表
	国民代表

	選挙制度
	小選挙区制
	小選挙区制
	比例代表制
	小選挙区比例代表並立制
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	一票の格差の許容範囲
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	２倍
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	下院
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	イタリア
	ドイツ
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	役割
	州代表
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	任命制
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出典
・「憲法」　市川正人著　新世社
・「憲法」　君塚正臣著　法律文化社
・自民 参院選挙制度改革で“合区”反対相次ぐ
http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150619/k10010120511000.html
・衆議院及び参議院における一票の格差
http://www.ndl.go.jp/jp/diet/publication/issue/pdf/0714.pdf
・参議院議員選挙制度の変遷
http://www.sangiin.go.jp/japanese/san60/s60_shiryou/senkyo.htm
・昨年の衆院選、初の「違憲」判決　一票の格差で福岡高裁
http://www.asahi.com/articles/ASH3T5J92H3TUTIL03G.html
・社会実情データ図録
http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/5230b.html
・『衆議院及び参議院における一票の格差』　国立国会図書館（2011）
・参議院大阪選挙区違憲状態判決
　http://www.cc.kyoto-su.ac.jp/~suga/hanrei/72-3.html
・参議院東京選挙区合憲判決
　http://www.cc.kyoto-su.ac.jp/~suga/hanrei/73-3.html
・参議院議員の定数不均衡訴訟判例(平成21年)

　http://d.hatena.ne.jp/takemita/05000123/p1
・『諸外国の選挙制度 ―類型・具体例・制度一覧―』・三輪和宏(2006)

・『諸外国の下院の選挙制度』三輪和宏(2006)

・『参議院の一票の格差・定数是正問題―我が国・諸外国の現状と論点整理―』三輪和宏 

河島太朗(2008)

・『ISFJ政策フォーラム２０１２発表論文』
ディベート論題
衆議院は小選挙区から選出される議院と比例代表選挙から選出される議院とからなるが、各都道府県の小選挙区の数は、小選挙区選出議員数(300)から都道府県の数(47)を控除した数である253を人口に比例して各都道府県に配当した数に1を加えた数とされている。たとえば、現在、京都府では、人口に比例して配当された5に1を加えた6が小選挙区の数であり、京都府は人口や行政区画を勘案して6の小選挙区に分けられている。このようにすべての都道府県に１つの小選挙区数をプラスする方式(「１人別枠方式」)をとっているのは、人口の少ない地域の声も国政に反映することを目的にしたものであるとされている。しかし、この１人別枠方式をとっているがゆえに、衆議院につき小選挙区比例代表並立制の選挙制度を導入した1994年1月の公職選挙法改正以来、小選挙区間の有権者数の格差(1票の格差)が2倍を若干超えている。　
　2009年8月に実施された衆議院議員総選挙の際には、選挙区間の議員１人あたりの有権者数の最大格差は、最少の高知県第３区と最多の千葉県第４区との間で１対2,3であった。そこで、千葉県第4区の有権者であるＸは、総選挙後、千葉県第４区の選挙区割りを定めている公職選挙法別表第１(選挙区割規定)は憲法に違反し無効であるから、別表第１に基づき施行された本件選挙の千葉県第４区における選挙も無効であると主張して、当該選挙区の選挙を無効とするよう求める訴訟を公職選挙法２０４条に基づき提起した。
　Ｘが主張するように2009年8月総選挙の投票価値の不平等が憲法に違反するものであったか、また、公職選挙法別表第1が憲法に違反しているか否かについて論じなさい。さらにかりに別表第1が憲法に違反するとした場合、裁判所はどのような判決を下すべきかについても論じなさい。
＜関連条文＞
公職選挙法
(衆議院議員又は参議院議員の選挙の効力に関する訴訟)

２０４条　衆議院議員……の選挙において、その選挙の効力に関し異議がある選挙人又は公職の候補者は……は、衆議院(小選挙区選出)議員……の選挙にあては当該都道府県の選挙管理委員会を……被告とし、当該選挙の日から30日以内に、高等裁判所に訴訟を提起することができる。
(選挙の無効の決定、採決又は判決)

２０５条１項　選挙の効力に関し……訴訟の提起があった場合において選挙の規定に違反することがあるときは選挙の結果に異動を及ぼす虞がある場合に限り……裁判所は、その選挙の全部又は一部の無効を……判決しなければならない。
· １人別枠方式は憲法に違反しているか。
· ①を違憲とした場合、２００９年８月総選挙は違憲状態を超えて憲法に違反しているか。
· ②を違憲とした場合、裁判所は当該選挙を無効とすべきか。
· ③で無効とせず、かつ選挙区割が改正されなかったことにより次回の選挙においても格差が解消されなかった場合、裁判所はどのような判決をすべきか。
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